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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数のスロットが内周面に周方向等間隔に形成された固定子鉄心と、この固定子鉄心の
内側で回転する回転子と、前記複数のスロットに施された電機子巻線とを備える回転電機
において、
　前記電機子巻線は、前記複数のスロットの内、異なる２つのスロットに施された１ター
ン巻線が同一スロットで，複数回直列接続されて、同一スロット複数ターン巻線を形成し
、この同一スロット複数ターン巻線と他の２つのスロットに施された１乃至複数の同一ス
ロット複数ターン巻線とが直列接続されて、複数スロット複数ターン巻線を形成し、この
複数スロット複数ターン巻線が各相毎に並列接続されて形成され、
　前記同一スロット複数ターン巻線は、２ターン巻線で形成され、
　前記複数スロット複数ターン巻線は、各相毎に３並列接続されている
　ことを特徴とする回転電機。
【請求項２】
　前記同一スロット複数ターン巻線の外部に電気的に接続されている接続側の巻線端部は
、接続ピッチが３の接続片を介して他の同一スロット複数ターン巻線の巻線端部に接続さ
れていることを特徴とする請求項１に記載の回転電機。
【請求項３】
　接続側の巻線端部に接続ピッチが１と接続ピッチが２との２種類の接続片を備えること
を特徴とする請求項１に記載の回転電機。
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【請求項４】
　前記同一スロット複数ターン巻線は、１ターン目のコイルピッチが反接続側でのコイル
ピッチと等しく、２ターン目のコイルピッチが反接続側のコイルピッチより３つ少ないこ
とを特徴とする請求項１に記載の回転電機。
【請求項５】
　前記電機子巻線は、前記スロットの内部で径方向に４分割されていることを特徴とする
請求項１に記載の回転電機。
【請求項６】
　前記２ターン巻線を構成する電機子巻線のうち、１ターン目が最外径側の電機子巻線と
最内径側から２層目の電機子巻線とで構成され、他の１ターン目が最内径側の電機子巻線
と最外径側から２層目の電機子巻線とで構成されていることを特徴とする請求項５に記載
の回転電機。
【請求項７】
　前記２ターン巻線を構成する電機子巻線のうち、１ターン目が最外径側の電機子巻線と
最内径側の電機子巻線とで構成され、他の１ターン目が最外径側から２層目の電機子巻線
と最内径側から２層目の電機子巻線とで構成されていることを特徴とする請求項５に記載
の回転電機。
【請求項８】
　前記接続片は板形状の導電性物質であることを特徴とする請求項６又は請求項７に記載
の回転電機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、直列接続されて形成された電機子巻線を備えた回転電機に関する。
【背景技術】
【０００２】
　発電機は、複数の軸方向に延びるスロットを内周部に設けた固定子鉄心と、このスロッ
トの内部に納められた電機子巻線と、固定子鉄心の内部で回転する回転子とを備えている
。一般に大容量の発電機では、電機子巻線が１スロット内に２層に分かれて巻装され、１
層の巻線と他のスロット内にある１層の巻線とが接続され、１ターン巻線を形成している
。また、複数の１ターン巻線を直列に接続することにより高電圧化を図っている。
【０００３】
　また、発電機の容量は電圧と電流との積で決まるため、大容量化には高電圧化もしくは
大電流化が必要となる。しかし、高電圧化には絶縁耐力の点から制約があり、また大電流
化には温度上昇の点から制約を受ける。したがって、高電圧化と大電流化とのバランスを
とって大容量化が図られており、一手段として発電機の電機子巻線の結線を並列化して出
力電圧を絶縁耐力以下にすることが行われている。そして、電機子巻線の並列回路数は１
，２，３，４などがある（例えば、非特許文献１、特許文献１，２参照）。
【非特許文献１】「Operation and Maintenance of Large Turbo-Generators」、IEEE　P
RESS、２００４年、ｐ．６２
【特許文献１】特開２０００－５０５４９号公報（図１）
【特許文献２】特開２００１－３０９５９７号公報（図１）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　発電機の出力電圧は並列回路数の逆数に比例し、並列回路数が１のときの出力電圧を１
．０倍とすれば、並列回路数が２，３，４，…の整数であるときの出力電圧は各々０．５
倍、０．３３倍、０．２５倍、…というように整数で除した値となる。したがって、１並
列回路と２並列回路とでは電圧が０．５倍も異なるため、その中間の電圧が最適バランス
である場合、１並列回路又は２並列回路の設計諸元から、出力電圧を調整するために発電
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機（回転電機）の軸長を変えたりスロット数を変えたりするなど、大幅な設計変更が必要
であった。
【０００５】
　そこで、本発明は、電機子巻線の並列接続数が１のときの出力電圧の整数倍の電圧と、
この整数倍の電圧を他の整数で除した値との中間の出力電圧となる回転電機を提供するこ
とを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　前記課題を解決するため、本発明は、複数のスロットが内周面に周方向等間隔に形成さ
れた固定子鉄心と、この固定子鉄心の内側で回転する回転子と、前記複数のスロットに施
された電機子巻線とを備える回転電機において、前記電機子巻線は、前記複数のスロット
の内、異なる２つのスロットに施された１ターン巻線が同一スロットで，複数回直列接続
されて、同一スロット複数ターン巻線を形成し、この同一スロット複数ターン巻線と他の
２つのスロットに施された１乃至複数の同一スロット複数ターン巻線とが直列接続されて
、複数スロット複数ターン巻線を形成し、この複数スロット複数ターン巻線が各相毎に並
列接続されて形成されたことを特徴とする。
【０００７】
　これにより、同一スロット複数巻線を直列接続された複数スロット複数ターン巻線は、
並列接続数が１のときの出力電圧の整数倍の出力電圧を得ることができ、複数スロット複
数ターン巻線を並列接続することにより、整数分の一の出力電圧を得ることができる。し
たがって、直列接続された複数スロット複数ターン巻線を並列接続することにより、中間
の出力電圧を得ることができる。例えば、同一スロット複数巻線を２倍に直列接続し、直
列接続された複数スロット複数ターン巻線が各相毎に３並列接続することにより、２／３
倍の出力電圧となる。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、電機子巻線の並列接続数が１のときの出力電圧の整数倍の電圧と、こ
の整数倍の電圧を他の整数で除した値との中間の出力電圧となる回転電機を提供すること
ができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
（第１実施形態）
　図１は、本発明の第１実施形態である回転電機の構造図である。
　回転電機１００は、三相のタービン発電機であり、複数のスロット１７が形成されてい
る固定子鉄心３０と、電機子巻線４０，４５と、回転軸５０を中心に回転する回転子５１
と、これらを保持し、あるいは固定する固定子枠６０とを主として備えている。
　ここで、スロット１７は、固定子鉄心３０の内周面に周方向等間隔に複数形成され、回
転軸方向に形成される。また、回転子５１は、図示しない界磁巻線が巻回された円筒形状
のものであり、複数の磁極が生成される。また、固定子鉄心３０は、回転子５１の外周面
と所定ギャップをもって対向配置され、回転軸方向両端がエンドクランプ３１で保持され
る。電機子巻線４０，４５は、固定子鉄心３０の軸方向に延び、各スロット１７の内部に
複数層に分割されて格納される。また、回転軸５０の一端は、図示しない蒸気タービンあ
るいはガスタービンに接続されている。
【００１０】
　図２は、電機子巻線４０，４５の１相分の結線図である。他の２つの相に関しては、図
示された相と同じ結線をそれぞれ１２０度及び２４０度ずらした配置となる。図２は一例
とし３相２極５４スロットの回転電機を示しているが、他の極数やスロット数でもよい。
　本実施形態では、電機子巻線は、同一スロット内において、径方向に４層で構成され、
外径側の２層を底コイルとし、内径側の２層を上コイルとする。すなわち、電機子巻線は
、底コイル１層目、底コイル２層目、上コイル１層目、及び上コイル２層目から構成され
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る。そして、電機子巻線は並列回路１、並列回路２、及び、並列回路３から構成され、そ
れぞれの回路を実線、点線、一点鎖線で図示している。それぞれの並列回路で各線が２本
ずつ並記されているのは、同一スロット内の電機子巻線が、２層直列に接続された２ター
ン巻線を形成していることを示す。本実施形態では、電機子巻線は底コイル４と上コイル
５とで区別して配置しているが、上下逆の配置でもよいことは勿論である。
【００１１】
　並列回路１の底コイル１層目の電機子巻線１ａを接続側６ａから巻き始める例で説明す
る。ここで、接続側６ａとは、外部に接続される接続端子が設けられている部分であり、
反対側の接続端子が設けられていない方を反接続側７ａという。なお、説明上必要な電機
子巻線は、図面上に太い線を用いて記載されている。底コイル１層目の電機子巻線１ａは
反接続側７ａで接続片１０を用いて上コイル１層目の電機子巻線１ｃに接続する。そして
、上コイル１層目の電機子巻線１ｃは接続側６ａに戻って接続片８で底コイル２層目の電
機子巻線１ｂに接続することで１ターン目が形成される。次に、底コイル２層目の電機子
巻線１ｂは反接続側７ａで接続片１１を用いて上コイル２層目の電機子巻線１ｄに接続し
、上コイル２層目の電機子巻線１ｄが接続側６ａに戻ってきて２ターン目が形成されるこ
とで、２層を直列に接続した２ターン巻線が構成できる。このとき、電機子巻線のコイル
ピッチは１ターン目と２ターン目とが等しく、接続側６ａのコイルピッチと反接続側７ａ
のコイルピッチとを等しくする。上コイル２層目の電機子巻線１ｄは接続側６ａで接続ピ
ッチが３の接続片９で並列回路１の次の電機子巻線の底コイル１層目の電機子巻線１ｅと
接続することで３並列回路が構成できる。同様な結線で１極分の巻線を施した後、接続線
１５で次の極の接続側６ｂに接続する。並列回路２，３も並列回路１と同様な結線を施す
。
【００１２】
　図３は、接続側６ａの巻線端部の接続部分を回転軸方向より見た図であり、横軸は周方
向を示し縦軸は径方向を示している。電機子巻線は外径側から底コイル１層目の電機子巻
線１ａ、底コイル２層目の電機子巻線１ｂ、上コイル１層目の電機子巻線１ｃ、上コイル
２層目の電機子巻線１ｄの順で配置している。なお、図３において、説明のために必要な
部分を黒く着色している。接続側６ａ（図２参照）では、底コイル２層目の電機子巻線１
ｂと上コイル１層目の電機子巻線１ｃとは接続片８で接続され、上コイル２層目の電機子
巻線１ｄと次の電機子巻線の底コイル１層目の電機子巻線１ｅとは接続ピッチが３の接続
片９で接続される。電機子巻線と接続片とはろう付けなどで電気的に接続される。本実施
形態の接続片は板形状の導電性物質を用いているが、導電性物質であれば何れの形状でも
よい。また、本実施形態の接続片８，９は電機子巻線の片側に１枚設けているが、図４に
示すように、電機子巻線の両側に２枚設けてもよい。
【００１３】
　図５は、接続側６ａの巻線端部の接続部分を回転電機の周方向から見た図であり、横軸
が軸方向を示し、縦軸が径方向を示している。底コイル１層目の電機子巻線１ｅ、及びこ
の電機子巻線１ｅの図面裏側方向に配置され、図示されていない電機子巻線１ａと、上コ
イル２層目の電機子巻線１ｄとの軸方向長さを長くし、底コイル２層目の電機子巻線１ｂ
と上コイル１層目の電機子巻線１ｃとの軸方向長さを短くしている。これにより、接続片
８と接続ピッチが３の接続片９とが重ならないようにできる。
【００１４】
　図６は、反接続側７ａ（図２）の巻線端部の接続部分を回転軸方向より見た図であり、
横軸は周方向を示し、縦軸は径方向を示す。２層の底コイル４と、２層の上コイル５との
４層のコイルが図示されている。底コイル１層目の電機子巻線１ａと上コイル１層目の電
機子巻線１ｃとは接続スペーサ１６を介して接続片１０で接続している。電機子巻線と接
続スペーサと接続片とは、ろう付けなどで電気的に接続する。このように底コイル１層目
の電機子巻線１ａ及び上コイル１層目の電機子巻線１ｃと接続片１０との間に接続スペー
サ１６を設けることにより、接続片１０と底コイル２層目の１ｂの電気的絶縁が確保でき
る。絶縁をさらに確実にするため接続片１０と底コイル２層目の電機子巻線１ｂとの間に
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絶縁スペーサ（図示せず）を設けてもよい。そして、底コイル２層目の電機子巻線１ｂと
上コイル２層目の電機子巻線１ｄとは接続スペーサ１６を介して接続片１１で接続してい
る。このように底コイル２層目の電機子巻線１ｂと上コイル２層目の電機子巻線１ｄと接
続片１１との間に接続スペーサ１６を設けることにより、接続片１１と上コイル１層目の
電機子巻線１ｃの電気的絶縁が確保できる。絶縁をさらに確実にするため接続片１１と上
コイル１層目の電機子巻線１ｃとの間に絶縁スペーサ（図示せず）を設けてもよい。
【００１５】
　図７は、スロット１７の内部の電機子巻線の構成を示した断面図である。底コイル４と
上コイル５とは、各々２層の電機子巻線１ａ，１ｂ，１ｃ，１ｄで構成している。２層の
電機子巻線はそれぞれ絶縁２０を施して電気的な絶縁を確保するが、２層の電機子巻線間
の電位差は電機子巻線と対地間との電位差より小さいため、絶縁２０は主絶縁２１ほどの
絶縁耐力は必要ない。底コイルと上コイルとはそれぞれ主絶縁２１で対地絶縁を施し、ス
ペーサ２３ａ，２３ｂ，２３ｃと共にスロット１７（図１参照）に納めて、くさび２２で
固定する構成となる。本実施形態では、２層の電機子巻線にそれぞれ絶縁２０を施した後
、電機子巻線と絶縁２０とを一緒にして主絶縁２１を施しているが、絶縁２０の代わりに
主絶縁２１としてそれぞれ別の電機子巻線で構成してもよい。
【００１６】
　以上説明したように、本実施形態によれば、２ターン巻線を構成する電機子巻線４層の
接続は、１ターンが最外径側の電機子巻線と最内径側から２層目の電機子巻線で構成し、
他の１ターンを最内径側の電機子巻線と最外径側から２層目の電機子巻線で構成するもの
である。また、２ターン巻線が一のスロットに施されてから、他のスロットに２ターン巻
線が施される。
【００１７】
　また、同一スロット内を通過する電機子巻線を２層ずつ直列に接続して２ターン巻線を
形成しているため全体の巻数が２倍となる。そして、各相毎に３並列回路で構成するため
、３／２並列回路となり、出力電圧が並列回路数の逆数の０．６７倍となり、１並列回路
の電圧１．０倍と２並列回路の電圧０．５倍の中間の電圧となる電機子巻線の結線を備え
た回転電機を提供することが可能となる。これにより、出力電圧を調整するために回転電
機１００の軸長を変えたりスロット数を変えたりするすることなく、巻線方法の変更のみ
で、同一出力電力で中間の出力電圧を得ることができる。
【００１８】
　さらに、同一スロット内を通過する電機子巻線が２ターンとなるため、１ターン巻線よ
り１層あたりの巻線のサイズが小さくなる。これにより、巻線の鎖交磁束が小さくなるた
め、これによる電機子巻線の交流損失が低減でき、回転電機が高効率となる効果もある。
また、電機子巻線を４層で構成したため、２層で構成した場合よりも、１層あたりの巻線
の高さが低くなる。したがって、１層あたりの巻線に鎖交する磁束が小さくなり、これに
より発生する交流損失が低減できて回転電機が高効率となる効果もある。
【００１９】
　（第２実施形態）
　図８は、本発明の第２実施形態である回転電機の電機子巻線の１相分の結線図である。
　なお、回転電機の構造図は図１と同様であるので説明を省略する。図８は、図１の第１
実施形態と比べて、接続側６ａのコイルピッチと接続方法とが異なっている。図１の第１
実施形態では、電機子巻線のコイルピッチは同一スロット内を通過する１ターン目と２タ
ーン目とが等しく、接続側６ａのコイルピッチと反接続側７ａのコイルピッチとが等しく
、接続側６ａの巻線端部に接続ピッチが３の接続片９を有する構造としていた。
【００２０】
　図８において、電機子巻線のコイルピッチは同一スロット内を通過する１ターン目と２
ターン目とが等しく、接続側６ａのコイルピッチは反接続側７ａのコイルピッチより１つ
少なく、接続側６ａの巻線端部に接続ピッチが１と接続ピッチが２の２種類の接続片を有
する構造とした。上コイル１層目の電機子巻線１ｃは接続側６ａで接続ピッチが１の接続
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片１２で底コイル２層目の電機子巻線１ｂに接続する。そして、上コイル２層目の電機子
巻線１ｄは接続側６ａで接続ピッチが２の接続片１３で次の電機子巻線の底コイル１層目
の電機子巻線１ｅに接続する。
【００２１】
　図９は、接続側６ａの巻線端部の接続部分を軸方向より見た図であり、横軸は周方向を
示し、縦軸は径方向を示す。接続側６ａのコイルピッチは反接続側７ａ（図８参照）のコ
イルピッチより１つ少ない構成であるため、底コイル１層目の電機子巻線１ａ、底コイル
２層目の電機子巻線１ｂと上コイル１層目の電機子巻線１ｃ、上コイル２層目の電機子巻
線１ｄはコイル位置が周方向に１つずれたものとなる。接続側６ａでは、上コイル１層目
の電機子巻線１ｃと底コイル２層目の電機子巻線１ｂを接続ピッチが１の接続片１２で接
続して、上コイル２層目の電機子巻線１ｄと次の電機子巻線の底コイル１層目の電機子巻
線１ｅとは接続ピッチが２の接続片１３で接続する。電機子巻線と接続片はろう付けなど
で電気的に接続する。図１の実施形態では接続ピッチが３の接続片９を要するが、本実施
形態では接続ピッチが１と接続ピッチが２の接続片であるため、接続片の長さが短くなり
、大型回転電機の場合、接続片の接続作業が容易になる利点がある。
　本実施形態では反接続側７ａ（図８）の巻線端部の構成は図６と同じである。
　この実施形態でも、第１実施形態と同様の効果が得られる。
【００２２】
　（第３実施形態）
　図１０は、本発明の第３実施形態を示す電機子巻線の１相分の結線図を示す。なお、回
転電機の構造図は図１と同様であるので説明を省略する。図１０の実施形態は、第１実施
形態と比べて、接続側６ａのコイルピッチと接続方法とが異なっている。図１の実施形態
では、電機子巻線のコイルピッチは同一スロット内を通過する１ターン目と２ターン目と
が等しく、接続側６ａのコイルピッチと反接続側７ａのコイルピッチとが等しく、接続側
６ａの巻線端部に接続ピッチが３の接続片９を備える構造としていた。
【００２３】
　図１０の第３実施形態では、反接続側７ａの電機子巻線の同一スロット内を通過する１
ターン目と２ターン目との電機子巻線のコイルピッチが等しく、接続側６ａの電機子巻線
の同一スロット内を通過する１ターン目のコイルピッチが反接続側７ａのコイルピッチと
等しく、接続側６ａの電機子巻線の同一スロット内を通過する２ターン目のコイルピッチ
が、反接続側７ａのコイルピッチより３つ少ない構造とした。上コイル１層目の電機子巻
線１ｃは接続側６ａでコイルピッチが反接続側７ａと等しくして底コイル２層目の電機子
巻線１ｂに接続する。そして、上コイル２層目の電機子巻線１ｄは接続側６ａで反接続側
７ａのコイルピッチより３つ少なくして次の電機子巻線の底コイル１層目の電機子巻線１
ｅに接続する。
【００２４】
　図１１は、接続側６ａの巻線端部の接続部分を回転軸方向より見た図であり、横軸は周
方向を示し、縦軸は径方向を示す。接続側６ａの電機子巻線の同一スロット内を通過する
１ターン目のコイルピッチが反接続側７ａのコイルピッチと等しいため、底コイル１層目
の電機子巻線１ａ、底コイル２層目の電機子巻線１ｂと上コイル１層目の電機子巻線１ｃ
とは同じ周方向位置に存在している。一方、電機子巻線の同一スロット内を通過する２タ
ーン目の接続側６ａのコイルピッチが、反接続側７ａのコイルピッチより３つ少ない構造
としているため、底コイル２層目の電機子巻線１ｄは、底コイル１層目の電機子巻線１ａ
、底コイル２層目の電機子巻線１ｂと上コイル１層目の電機子巻線１ｃよりコイル位置が
周方向に３つずれており、次の電機子巻線の底コイル１層目の電機子巻線１ｅと同じ周方
向位置となる。底コイル２層目の電機子巻線１ｂと上コイル１層目の電機子巻線１ｃとは
接続片８で接続し、底コイル２層目の電機子巻線１ｄと底コイル１層目の電機子巻線１ｅ
は接続スペーサ１６を介して接続片１４で接続する。本実施形態では図１の第１実施形態
のような接続ピッチが３の接続片９が不要となる利点がある。また、反接続側７ａの巻線
端部の構成は図６の構成と同じである。また、本実施形態でも、図２の構成と同様の効果
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が期待できる。
【００２５】
　（第４実施形態）
　図１２は、本発明の第４実施形態を示す電機子巻線の接続側６ａの巻線端部の接続部分
を示す図であり、横軸は周方向を示し、縦軸は径方向を示す。図２に示される第１実施形
態では、電機子巻線は径方向に４分割する構造としていたが、本実施形態は、電機子巻線
は径方向に２分割され、周方向に２分割する構造としている。すなわち、外径側の底コイ
ルは周方向に電機子巻線１ａ，１ｂの順に配置した。なお、回転電機の構造図は図１と同
様であるので説明を省略している。また、内径側の上コイルは周方向に１ｃ，１ｄの順に
配置した。底コイルの電機子巻線１ｂと上コイルの電機子巻線１ｃは接続ピッチが１の接
続片１８で接続し、上コイルの電機子巻線１ｄと次の電機子巻線の底コイルの電機子巻線
１ｅは接続ピッチが３の接続片９で接続する。
【００２６】
　図１３は、反接続側７ａの巻線端部の接続部分を回転軸方向より見た図であり、横軸は
周方向を示し、縦軸は径方向を示す。底コイルの電機子巻線１ａと上コイルの電機子巻線
１ｃとは接続片１０で接続し、底コイルの電機子巻線１ｂと上コイルの電機子巻線１ｄと
は接続片１１で接続する。
　本実施形態の結線は図２と同様であるが、図８や図１０の結線でも接続片を変更するこ
とで適用可能である。本実施形態も図２の第１実施形態と同様の効果を奏する。
【００２７】
　（第５実施形態）
　図１４と図１５は、本発明の第５実施形態を示す電機子巻線の接続側６ａと反接続側７
ａとの巻線端部接続部分の構造図である。なお、回転電機の構造図は図１と同様であるの
で説明を省略している。図１４と図１５の実施形態は、図３と図６との実施形態と比べて
電機子巻線の接続が異なっている。図３と図６との実施形態では、２ターン巻線を構成す
る電機子巻線のうち、１ターンが最外径側の電機子巻線と最内径側から２層目の電機子巻
線とで構成し、もう１ターンを最内径側の電機子巻線と最外径側から２層目の電機子巻線
とで構成していた。
【００２８】
　これに対して、図１４と図１５との第５実施形態では、２ターンを構成する電機子巻線
のうち、１ターンが最外径側の電機子巻線と最内径側の電機子巻線で構成し、もう１ター
ンを最外径側から２層目の電機子巻線と最内径側から２層目の電機子巻線で構成した。
　図１４に示すように接続側６ａでは、底コイルの２層目の電機子巻線１ｂと上コイルの
２層目の電機子巻線１ｄとは接続スペーサ１６を介して接続片２４で接続し、上コイル１
層目の電機子巻線１ｃは接続ピッチが３の接続片２５により次の電機子巻線の底コイル１
層目の電機子巻線１ｅに接続するものである。
　そして、図１５に示すように反接続側７ａでは、底コイル１層目の電機子巻線１ａと上
コイル２層目の電機子巻線１ｄは接続スペーサ１６を介して接続片２６で接続し、底コイ
ル２層目の電機子巻線１ｂと上コイル１層目の電機子巻線１ｃは接続片２７で接続する。
　本実施形態の結線は図３と図５と同じとしているが、図８や図１０の結線でも接続片を
変更することで適用できる。本実施形態でも、図３及び図６の実施形態と同様の効果を奏
する。
【００２９】
　（変形例）
　本発明は前記した実施形態に限定されるものではなく、例えば以下のような種々の変形
が可能である。
（１）前記各実施形態は、３相、２極、３並列回路として５４スロットの固定子鉄心３０
を用いたが、これに限られない。３相、Ｎ極、Ｐ並列回路のとき、３・Ｐ・Ｎの整数倍の
スロット数が可能であるので、例えば、３相、２極、３並列回路のとき、１８スロット、
３６スロット、５４スロット、７２スロット、…、すなわち、１８の整数倍の構成が可能
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（２）前記各実施形態は、接続片を用いて電機子巻線を構成していたが、例えば、小型回
転電機の場合は、被覆導線のみを巻回して電機子巻線を構成することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３０】
【図１】本発明の第１実施形態である回転電機の構成図である。
【図２】本発明の第１実施形態の電機子巻線の結線図である。
【図３】本発明の第１実施形態の電機子巻線の接続側端部の接続図である。
【図４】本発明の第１実施形態の電機子巻線を変形した接続側端部の接続図である。
【図５】本発明の第１実施形態の電機子巻線の接続側端部の接続図である。
【図６】本発明の第１実施形態の電機子巻線の反接続側端部の接続図である。
【図７】本発明に係るスロット内部の電機子巻線の構成を示す断面図である。
【図８】本発明の第２実施形態の電機子巻線の結線図である。
【図９】本発明の第２実施形態を示す電機子巻線の接続側端部の接続図である。
【図１０】本発明の第３実施形態の電機子巻線の結線図である。
【図１１】本発明の第３実施形態の電機子巻線の接続側端部の接続図である。
【図１２】本発明の第４実施形態の電機子巻線の接続側端部の接続図である。
【図１３】本発明の第４実施形態の電機子巻線の反接続側端部の接続図である。
【図１４】本発明の第５実施形態の電機子巻線の接続側端部の接続図である。
【図１５】本発明の第５実施形態の電機子巻線の反接続側端部の接続図である。
【符号の説明】
【００３１】
　　１　並列回路
　　１ａ，１ｂ，１ｃ，１ｄ，１ｅ　電機子巻線
　　２，３　並列回路
　　４　底コイル
　　５　上コイル
　　６ａ，６ｂ　接続側
　　７ａ，７ｂ　反接続側
　　８，１０，１１，１４，１５，２４，２６，２７　接続片
　　９　接続片（接続ピッチ３）
　１２，１８　接続片（接続ピッチ１）
　１３　接続片（接続ピッチ２）
　１６　接続スペーサ
　１７　スロット
　２０　絶縁
　２１　主絶縁
　２２　くさび
　２３ａ，１３ｂ，２３ｃ　スペーサ
　２５　接続片（接続ピッチ３）
　３０　固定子鉄心
　３１　エンドクランプ
　４０，４５　電機子巻線
　５０　回転軸
　５１　回転子
　６０　固定子枠
　１００　回転電機
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